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財 務 諸 表 に 対 す る 注 記  

 

公益法人会計基準（平成 20年 4月 11日内閣府公益認定等委員会）を採用している。 

 

１．継続事業の前提に関する注記  

該当なし 

２．重要な会計方針 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有目的の債券・・・償却原価法（定額法）による。 

（２）固定資産の減価償却の方法   

①建物・・・定率法によっている。 

②リース資産 

・所有権移転外ファイナンス・リース 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。 

    ③減価償却の表示方法・・・直接控除法 

（３）引当金の計上基準 

該当取引なし 

（４）消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税込方式による。 

  

３．重要な会計方針の変更 

なし  

 

４．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高 

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は以下のとおりである。 

                                    （単位：円） 

 科  目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

 

基
本
財
産 

投資有価証券（国債） 675,112,185  7,673 0 675,119,858 

投資有価証券（地方債） 299,730,500 11,000 0 299,741,500 

定期預金 411,449 0 18,673 392,776 

小  計 975,254,134 18,673 18,673 975,254,134 

特
定
資
産 

投資有価証券（国債） 193,842,031  45,016 0 193,887,047 

定期預金 32,157,969  45,016 32,112,953 

人材確保・育成積立金 3,000,000 2,000,000 0 5,000,000 

小  計 229,000,000 2,045,016 45,016 231,000,000 

合   計 1,204,254,134 2,063,689 63,689 1,206,254,134 
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５．基本財産及び特定資産の財源等の内訳 

   基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 

                                        (単位：円) 

 科  目 当期末残高 （うち指定正味財産からの充当額）  （うち一般正味財産からの充当額）  （うち負債に対する額）  

基
本
財
産 

投資有価証券（国債） 675,119,858 675,119,858 0 0 

投資有価証券（地方債） 299,741,500 299,741,500 0 0 

定期預金 392,776 392,776 0 0 

合  計 975,254,134 975,254,134 0 0 

特
定
資
産 

投資有価証券（国債） 

定期預金 

人材確保・育成積立金 

193,887,047 

32,112,953 

5,000,000 

193,887,047 

32,112,953 

3,000,000 

0 

0 

2,000,000 

         0 

          0 

0 

小  計 231,000,000 229,000,000 2,000,000             0 

合   計 1,206,254,134 1,204,254,134 2,000,000             0 

６．担保にしている資産 

該当取引なし 

７．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

   固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は次のとおりである。 

                              （単位：円） 

科     目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

建物（アルミパーテーション） 350,000 311,529 38,471 

建物（ローパーテーション） 966,798 579,038 387,760 

リース資産（RISOオルフィス） 3,565,800 3,565,800 0 

リース資産（トヨタアイシス） 3,553,200 3,375,540 177,660 

合  計 8,435,798 7,831,907 603,891 

 

８．保証債務等の偶発債務 

該当取引なし 
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９．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。 

                                   （単位：円） 

 

基

本

財

産 

種類及び銘柄 帳簿価額 時価 評価益 

東京都公募公債（30年）（第 9回） 299,741,500 409,260,000 109,518,500 

利付国債（30年）第 12回       28,865,724 37,789,900     8,924,176 

利付国債（30年）第 12回 646,254,134 842,133,762 195,879,628 

小    計 974,861,358 1,289,183,662 314,322,304 

特

定

資

産 

利付国債（30年）第 12回 125,416,597 164,190,600 38,774,003 

利付国債（30年）第 31回       64,724,584 89,245,000    24,520,416 

利付国債（30年）第 12回 3,745,866 4,881,238     1,135,372 

小    計 193,887,047 258,316,838 64,429,791 

合            計    1,168,748,405 1,547,500,500   378,752,095 

10．補助金の内訳並びに交付者、当期増減額及び残高 

補助金の内訳並びに交付者、当期増減額及び残高は以下のとおりである。 

                                      （単位：円） 

補助金の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 
貸借対照表上
の記載区分 

補助金 

在外県人会活動補助金 

 

秋田県 

 

0 

 

1,684,000 

 

1,684,000 

 

0 

一般正味財産 

 

合  計 0 1,684,000 1,684,000 0  

11．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳                                                 

（単位：円） 

内           容 金   額 

経常収益への振替額 

 基本財産運用益計上による振替 

  特定財産運用益計上による振替 

 

  21,309,112 

  4,210,194     

            合      計   25,519,306 

 

12．重要な後発事象 

    特になし 

 

13．その他 

    特になし 


